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原案
可決

○○○○○○○○
朝鮮民主主義人民共和国政府は、核実験を強行したことを明らかにした。これは、北朝鮮に対していかなる核
実験もこれ以上実施しないことなどを要求した「国連安保理決議１７１８」や、「６カ国協議共同声明」にも明確に
違反する暴挙である。非核平和都市宣言をした小金井市議会は、この北朝鮮の核実験に厳しく抗議する。

朝鮮民主主義人民共和国の核実験実施に抗
議する決議

原案
可決

○○×××○○○
�利用者負担は応能負担を原則。利用料算定は本人収入のみに着目。�指定障害福祉サービス事業者等に対す
る報酬を月割制へ戻し、概ね障害者自立支援法施行以前の収入を保障する。�障害者のための社会基盤整備につ
いて立法措置を含めた拡充策を進め、自治体が支給決定したサービスや地域支援事業について財源保障を行う。

障害者自立支援法の抜本的な改正を求める
意見書

原案
可決

○○○○×○○○
�地方の予算編成等に支障を生じないよう、国は、負担金の基準や内訳明細について、早期に十分な説明や詳
細な情報提供を徹底すること。負担金の対象とし得る経費の範囲について、明確な線引きを行うこと。�実施
に当たっては、事前協議制度を導入するなど、地方の意見が十分反映できるよう現行制度を改善すること。

国直轄事業負担金の廃止を求める意見書

原案
可決

○○○○○○○○
現下の厳しい雇用状況の中で、ハローワークの窓口は大変な混雑を呈している。よって、「職員や相談員の増員
にあたっては、各ハローワークの業務実態に応じて適切な配分を行うこと」、「夜間・休日窓口業務の開庁を行
うなど、機能強化を図ること」等、４項目について強く要請する。

ハローワーク機能の抜本的強化を求める意
見書

原案
可決

○○○○○○○○
オバマ米大統領が、核兵器廃絶を最終目標とすることを表明するなど、今世界では核兵器廃絶へのかつてない
変化が始まっている。こうした中で、被爆国である日本政府が、核兵器全面禁止、廃絶の国際条約締結に向け
た交渉を開始し、条約締結のための積極的なイニシアチブを発揮するように求めるものである。

核兵器廃絶に向けた具体的な行動を政府に
求める意見書

原案
可決

○○×××○○○
介護保険制度の要介護認定制度がこの４月から変更された。コンピューターの一次判定での調査項目を減ら
し、調査員のテキストも改定した。この変更で、全体として軽度に判定される傾向が指摘され、サービス利用
が制限されかねない。給付費削減が目的とも批判されており、その改善を求めるものである。

介護保険制度での新たな要介護認定制度の
改善を求める意見書

原案
可決

○○△△×○○○
急激な景気悪化のもと、憲法２５条に明記された「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」を、国民に保障
するための最後のよりどころとなっている生活保護制度を拡充することが必要。そのためにも、廃止された生
活保護の老齢加算と母子加算の復活を国会及び政府に求める。

生活保護の老齢加算・母子加算の復活を求
める意見書

原案
可決

○××××○○○
教育費の負担が家庭に重くのしかかり、負担の軽減を求める声が広がっている。そのため、東京都に対し、高
校生向けの返済不要の奨学金制度の創設、都立高校の授業料の値下げ、私立高校授業料の軽減補助の増設及び
所得制限の緩和、国に対し、返済不要の奨学金制度の導入を要望することなどを要望する。

公私立高校の教育費用の負担軽減を求める
意見書

原案
可決

○○○○○○○○
「女性差別撤廃条約」は１９８５年に批准されたが、女性に対する差別は今なお根深く存在している。条約の実効
性を高める個人通報制度と国連女性差別撤廃委員会の調査制度を定めた「女性差別撤廃条約選択議定書」が２０００
年に発効、９６か国が批准している。未批准の日本政府に対して、本年の批准を求める。

女性差別撤廃条約選択議定書の批准を求め
る意見書

原案
可決

○××××
○２
△１

○○
戦争を遂行するために女性の性が利用されるという人権侵害をなくし、アジアの人々の戦争被害の傷を癒し、
和解して平和的に共存していく道筋をつくるため、１９９３年の河野内閣官房長官談話に基づき、国会での公聴会
開催、政府の公的謝罪、被害者の名誉回復など誠実な対応を求める。

日本軍「慰安婦」問題に対する国の誠実な
対応を求める意見書

原案
可決

○○○○○○○○
東京地方裁判所八王子支部、家庭裁判所八王子支部が立川市に移転し整備された。取扱事件数は全国裁判所の
本庁と比べても１０位以内と多いのに行政事件や簡易控訴事件も取り扱えず不便である。東京地方裁判所立川支
部及び東京家庭裁判所立川支部を、本庁とすること。裁判所八王子支部を存続させることを強く要請する。

多摩地域の「裁判所支部の本庁化」及び
「東京地方裁判所八王子支部並びに家庭裁
判所八王子支部の存続」を求める意見書

原案
可決

○○×××○○
○３
×２
△１

経済不況が都民生活を圧迫し、医療費や保険料の負担も重い。そうした中でも東京都日の出町は今年４月から
７５歳以上の医療費負担を無料にした。東京都も高齢者が安心して医療にかかれるようにすべき。１、７５歳以上
の医療費窓口負担を無料にすること。２、６５歳以上の医療費窓口負担を軽減すること。

高齢者医療費の負担軽減を東京都に求める
意見書

原案
可決

○○○○○○○○
中小業者を支えている事業主の配偶者及び家族従業者の「働き分」（自家労賃）は、税法上、事業主の所得から
の控除が所得とみなされるため、社会的にも経済的にも自立しにくい状況となっている。よって、所得税法第
５６条を廃止し、現代社会・経済の実情に合わせ、必要経費として算入することを求める。

所得税法第５６条の廃止を求める意見書

原案
可決

○○○○○○○○
小金井市は国分寺市の皆様にご理解頂き、共同処理による新ごみ処理施設建設に向けた作業を進めてまいりま
した。しかし、平成２１年２月までに建設場所を決定できず信頼を損ねたことに遺憾の意を表すものです。小金
井市議会は、国分寺市との信頼関係を築き、新ごみ処理施設建設に全力で取り組んでいくことを決議します。

国分寺市との可燃ごみの共同処理を推進す
る決議

原案
可決

○○○○○○○○
二枚橋焼却場が運転を停止し、小金井市は、広域支援によるごみ処理をお願いしています。平成２１年２月までに
建設場所を決定できず、ご迷惑をおかけしたことは、小金井市の責任です。小金井市議会は、ごみ処理施設の確
実な建設に取り組み、ご支援いただいたすべての施設周辺住民及び関係者の皆様に感謝の意を表し決議します。

可燃ごみ処理支援に対する感謝の決議

※可決された意見書は、国等への関係機関に送付しました。原稿は提案議員が作成しております。

森
戸
洋
子
（
日
本
共
産
党
）

　

�
中
央
線
は
来
年
３
月
に
完
成

予
定
だ
が
、
進
捗
状
況
に
つ
い
て
、

�
高
架
下
は
Ｊ
Ｒ
、
都
と
協
議
し

て
、
今
年
中
に
出
張
所
な
ど
利
用

区
域
を
決
定
す
る
の
か
。
�
業
務

内
容
の
検
討
は
。
�
設
置
ま
で
の

工
程
表
は
。
�
設
置
時
期
は
。

　

都
市
整
備
部
長　

�
そ
の
と
お

り
で
あ
る
。

　

企
画
政
策
課
長　

�
出
張
所
の

業
務
は
日
曜
窓
口
の
内
容
で
、
納

税
業
務
等
を
加
え
る
こ
と
は
検
討

中
。
�
現
時
点
で
組
め
な
い
。

　

市
長　

�
設
置
に
は
高
架
完
成

後
、
か
な
り
の
時
間
が
か
か
る
。

　

�
ご
み
処
理
の
支
援
を
い
た
だ

い
て
い
る
自
治
体
に
は
感
謝
す
る
。

�
二
枚
橋
衛
生
組
合
の
解
散
を
早

期
に
実
現
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

る
が
、
調
布
、
府
中
市
に
提
示
し

た
小
金
井
市
が
施
設
を
継
承
す
る

と
い
う
条
件
は
、
理
解
が
得
ら
れ

な
い
。
撤
回
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

�
生
ご
み
処
理
機
を
活
用
し
た
市

民
提
案
を
市
は
取
り
入
れ
な
い
か
。

�
建
築
制
限
が
あ
る
二
枚
橋
用
地

が
適
地
で
あ
る
根
拠
は
何
か
。

　

ご
み
処
理
施
設
担
当
部
長　

�

都
と
の
協
議
で
は
解
散
を
先
行
さ

せ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
今
後

条
件
の
取
扱
い
は
整
理
す
る
。
�

小
金
井
市
内
に
適
地
は
な
い
。

　

市
長　

�
提
案
の
内
容
で
一
歩

進
め
た
い
。

青
木
ひ
か
る
（
み
ど
り
・
市
民
）

　

�
「（
仮
称
）
市
民
交
流
セ
ン
タ

ー
」
は
、
第
一
に
文
化
ホ
ー
ル
の

度
数
が　

席
、
大
変
中
途
半
端
な

５７８

の
で
使
用
目
的
が
限
定
さ
れ
、
稼

働
率
に
疑
問
が
あ
る
。
第
二
に
維

持
管
理
費
が
高
額
で
、
年
間
２
億

千　

万
円
の
赤
字
が
出
る
。
第
三

７００
に
、
ま
ず
直
営
で
管
理
運
営
を
行

う
と
し
て
い
る
が
、
市
に
経
営
能

力
が
あ
る
と
は
考
え
ら
れ
な
い
。

　

億
円
超
で
取
得
し
て
、
こ
の
施

７０設
は
小
金
井
市
に
と
っ
て
大
変
な

お
荷
物
に
な
る
の
で
は
な
い
か
。

国
分
寺
市
で
は
、
西
国
分
寺
駅
再

開
発
地
区
内
の
文
化
ホ
ー
ル
建
設

を
中
止
す
る
勇
気
あ
る
決
断
を
し

た
。
小
金
井
市
も
取
得
し
な
い
決

断
を
す
る
べ
き
で
は
な
い
か
。

　

市
長　

市
民
交
流
セ
ン
タ
ー
は

自
治
体
の
必
須
の
施
設
だ
。
か
な

り
稼
働
率
は
高
く
な
る
と
思
っ
て

い
る
。
何
と
し
て
も
完
成
さ
せ
、

取
得
し
た
い
。

　

�
ご
み
問
題
の
解
決
の
た
め
に
、

新
ご
み
処
理
施
設
は
、
場
所
の
選

定
と
並
行
し
て
非
焼
却
の
処
理
方

式
の
検
討
を
す
べ
き
で
あ
る
と
思

う
が
ど
う
か
。

　

ご
み
処
理
施
設
担
当
部
長　

場

所
を
決
定
し
て
、
国
分
寺
市
と
共

同
で
処
理
方
式
の
選
定
を
行
っ
て

い
く
。

反
対
討
論
（
要
旨
）

小
林
正
樹
（
公
明
党
）

　

こ
の
意
見
書
の
内
容
に
つ
い
て

は
、
国
会
に
お
い
て
も
議
論
が
さ

れ
て
い
る
と
こ
ろ
だ
が
、
母
子
家

庭
が
抱
え
る
課
題
は
、
単
に
お
金

を
配
れ
ば
解
決
す
る
と
い
う
こ
と

で
は
な
く
、
母
子
家
庭
の
自
立
に

向
け
て
、
き
め
細
か
な
ニ
ー
ズ
に

応
え
る
支
援
が
大
事
で
あ
り
、
同

意
見
書
は
、
制
度
の
改
正
趣
旨
を

損
ね
る
も
の
と
言
わ
ざ
る
を
得
な

い
内
容
で
あ
る
。
今
後
も
生
活
保

護
を
受
け
て
い
る
母
子
家
庭
へ
の

就
職
支
援
を
積
極
的
に
取
り
組
ん

で
頂
き
た
い
と
当
局
に
要
望
し
て
、

反
対
討
論
と
す
る
。

反
対
討
論
（
要
旨
）

渡
辺
ふ
き
子
（
公
明
党
）

　

東
京
都
で
は
、
高
校
生
の
学
業

継
続
の
為
、
�
奨
学
金
制
度
�
公

立
高
校
生
、
年
間　

万
２
千　

円

１２

４００

（
授
業
料
の
１
・
８
倍
）
私
立
高

校
生
、　

万
円
（
平
均
授
業
料
）

４２

�
特
別
奨
学
金
補
助
制
度
�
生
活

保
護
、
非
課
税
、
一
般
世
帯
と
、

個
々
の
実
情
に
合
わ
せ
た
給
付
制

度
を
実
施
。
他
に
、
家
計
急
変
世

帯
へ
の
減
免
制
度
や
、
入
学
支
度

金
貸
出
制
度
を
充
実
し
て
い
る
。

　

本
意
見
書
は
、
現
行
の
支
援
策

の
上
に
更
に
給
付
を
求
め
る
も
の

で
、
現
制
度
と
の
整
合
性
も
な
い
。

よ
っ
て
本
意
見
書
に
反
対
す
る
。

生
活
保
護
の
老
齢
加
算
・
母
子

加
算
の
復
活
を
求
め
る
意
見
書

公
私
立
高
校
の
教
育
費
用
の
負

担
軽
減
を
求
め
る
意
見
書

　

意
見
書
の
討
論
は
、
次
頁
に
も

掲
載
し
て
い
ま
す
。

「「（
仮
称
）
市
民
交
流
セ
ン
タ

（
仮
称
）
市
民
交
流
セ
ン
タ

ー
」
の
取
得
中
止
を

ー
」
の
取
得
中
止
を

ご
み
問
題
の
解
決
に
向
け
て

ご
み
問
題
の
解
決
に
向
け
て

市
の
対
応
を
問
う

市
の
対
応
を
問
う


